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第１章  計画の策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

我が国の少子化は急速に進行しており、合計特殊出生率は、平成２９年では 1.43、令和５年で

は 1.20 と減少傾向が続いています。また、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化による子

育て家庭の孤立や子育てに不安を抱える保護者の増加、共働きの増加に伴う低年齢児の保育ニ

ーズの増大など、家庭環境や地域における子育てをめぐる環境の著しい変化の中にあり、これら

の変化に対応すべく子育て環境の整備が求められています。 

そのため、国においては、平成２４年８月、子ども・子育てをめぐる様々な課題を解決するために、

「子ども・子育て関連３法」を成立させ、これらの法律に基づく「子ども・子育て支援新制度」の開始

に当たり、質の高い幼児期の学校教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供を図るため

に、市町村ごとに「子ども・子育て支援事業計画」を策定することとし、令和元年１０月からは、子ど

もたちに対し生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の機会を保障するとともに、子育て世

代の経済的な負担軽減を図ることを目的として幼児教育・保育の無償化が実施されるとともに、

共働き家庭等の「小１の壁」を打破し、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を

安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう「新・放課後子ども総合プラン」を策

定するなど、子ども・子育てに関する新たな取り組みを進めてきました。 

令和５年４月には、こども政策をより強力に推進していくため、「こども家庭庁」が設立され、こど

も施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していくための包括的な基本法である「こども基本法」

が施行されました。さらに、同年１２月には少子化社会対策基本法、子ども・若者育成支援推進法

及び子どもの貧困対策の推進に関する法律に基づく３つの大綱を一つに束ねた「こども大綱」が

策定されました。 

新篠津村（以降「本村」という。）では、子ども・子育て支援法に基づき、平成２６年度に「新篠津

村子ども・子育て支援事業計画」、また令和元年度に「第２期新篠津村子ども・子育て支援事業計

画」を策定し、「教育・保育施設等の計画的整備」や「質の高い幼児期の教育・保育の一体的な提

供」、「地域子育ての支援の充実」に向けた施策を推進してきました。 

「第２期新篠津村子ども・子育て支援事業計画」が令和６年度で計画期間満了を迎えることから、

社会環境の変化や本村の子育てを取り巻く現状、これまでの取組の成果と課題を踏まえ、子育て

支援の取組をより効果的に推進するため、「第３期新篠津村子ども・子育て支援事業計画」（以下

「本計画」という。）を策定いたします。 
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２ 計画の法的根拠と位置付け 

子ども・子育て支援法では、地域の子ども・子育て支援のための施策を総合的かつ計画的に推

進するため、市町村に子ども・子育て支援事業計画の策定を義務付けています。 

計画には質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供を始め、量の見込みとその確保、

地域における子ども・子育て支援などに関する事項を定めるものとされています。 

また本計画は、「子ども・子育て支援法」第６１条第１項に基づく「市町村子ども・子育て支援事業

計画」として策定し、村の最上位計画である「新篠津村まちづくり総合計画」のもと、他の福祉計画

との調和を保ちながら、これまで取り組みを進めてきた「新篠津村次世代育成支援行動計画」にお

ける個々の施策を引き継ぐため、次世代育成支援対策推進法第８条にもとづく市町村行動計画と

しての性格を一体的に併せ持つ計画として位置付けます。 

 

３ 計画の期間 

本計画の期間は、法に基づき令和７年度から令和１１年度までの 5年間とします。 

また、計画内容と実態に乖離が生じた場合は、適宜、計画の見直しを行うものとします。 

 

令和 

 ２年度 

令和 

 ３年度 

令和 

 ４年度 

令和 

 ５年度 

令和 

 6 年度 

令和 

 7 年度 

令和 

 8 年度 

令和 

9 年度 

令和 

10 年度 

令和 

11 年度 

第２期新篠津村子ども・子育て支援事業計画      

     第３期新篠津村子ども・子育て支援事業計画 
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４ 子ども・子育てに関する主な法律・制度 

■ 子ども・子育て関連３法成立以降の子ども・子育てに関する主な法律、制度 

平成 法律・制度等 内容 

24 年度 子ども・子育て関連３法 子ども・子育て支援事業の策定が明記。 

25 年度 

待機児童解消加速化プラン 
平成 29 年度末までに 40 万人分の保育の受け皿を

確保。（⇒平成 27 年に 50 万人分に拡大） 

子どもの貧困対策の推進に関す

る法律 

子どもの貧困対策計画の策定が明記。 

（⇒平成 26 年 8 月 29 日子どもの貧困対策に関す

る大綱閣議決定） 

26 年度 次世代育成支援対策推進法 令和 7 年 3 月末までの時限立法に延長。 

27 年度 

子ども・子育て支援事業計画 

新制度開始。市町村子ども・子育て支援事業計画、

都道府県子ども・子育て支援事業支援計画スター

ト（計画期間：平成 27 年度～平成 31 年度）。 

保育士確保プラン 

加速化プランの確実な実施に向け、平成 29 年度末

までに 7 万人の保育士を確保。 

（⇒平成 27 年に 9 万人分に拡大） 

少子化社会対策大綱改定 

子育て支援施策の一層の充実、若い年齢での結婚・

出産の希望の実現、多子世帯への一層の配慮、男

女の働き方改革、地域の実情に即した取り組みの

強化。 

28 年度 

子ども・子育て支援法一部改正 

待機児童解消加速化プランにより 40 万人⇒50 万

人分に上乗せされた 10 万人分の受け皿確保につ

いて、内訳の 5 万人分を企業主導型保育の設置に

より対応。 

ニッポン一億総活躍プラン 
保育士の処遇について、新たに 2％相当の改善。平

成 30 年度以降も保育の確保に取り組む。 

切れ目のない保育のための対策 

待機児童の解消に向けて取り組む市町村を支援す

るため、施設整備、入園予約制、保育コンシェル

ジュの展開などを明確化。 

児童福祉法改正 

児童虐待についての発生予防から自立支援まで一

連の対策のさらなる強化に向けた、児童福祉法の

理念明確化、子育て世代包括支援センター設置に

ついての法定化など。 

（一部平成 29 年 4 月施行） 
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平成 法律・制度等 内容 

29 年度 

子育て安心プラン 
令和 2 年度末までに全国の待機児童を解消、待機

児童ゼロを維持しつつ女性の就業率 80％を達成。 

新しい経済政策パッケージ 
「人づくり改革」において、教育・保育の無償化、

待機児童の解消、高等教育の無償化などを掲げる。 

30 年度 

子ども・子育て支援法一部 

改正 

事業主拠出金の率の上限の引上げ、充当対象の拡

大、待機児童解消等の取組の支援、広域調整の促

進による待機児童の解消（都道府県がまとめ役と

なる）など。 

新・放課後子ども総合プラン 

令和 5 年度末までに放課後児童クラブの約 30 万

人分の受け皿の拡大と一体型放課後子供教室の促

進。 

 

令和 法律・制度等 内容 

元年度 幼児教育・保育の無償化 

10 月より開始。認可保育サービスや幼稚園、認定

こども園の利用について 0～2 歳の住民税非課税

世帯、3～5 歳の全世帯を対象に実施。 

2 年度 
子ども・子育て支援事業計画

（第 2 期） 

市町村子ども・子育て支援事業計画、都道府県子

ども・子育て支援事業支援計画（第 2 期）開始。 

（計画期間：令和 2 年度～令和 6 年度） 

4 年度 

子ども・子育て支援法一部改正 

市町村子ども・子育て支援事業計画に定める任意

的記載事項の追加、施設型給付費等支給費用に充

てることができる事業主拠出金の上限割合の引上

げ、子育て支援に積極的に取り組む事業主に対す

る助成制度の創設。 

児童手当法の一部改正 
児童手当の特例給付について、高所得者を対象外

とする。 

5 年度 

こども家庭庁の創設 

こどもの最善の利益を第一として、こどもの視点

に立った当事者目線の政策を強力に進めていくこ

とを目指す。 

こども基本法の成立 

全てのこどもが、将来にわたって幸福な生活を送

ることができる社会の実現を目指し、こども政策

を総合的に推進することを目的とする。 

こども大綱の閣議決定 

これまで別々に作成・推進されてきた少子化社会

対策大綱、子供・若者育成支援推進大綱及び子供

の貧困対策に関する大綱を一つに束ね、こども施

策に関する基本的な方針や重要事項等を一元的に

定める。 
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５ 計画の策定体制 

（１）子ども・子育て協議会の設置 

本計画の策定にあたっては、学識経験者、教育及び児童福祉関係者、村内の子どもの保護者等

による、「新篠津村子ども・子育て協議会」を設置し、計画策定に係る審議を行う体制を取りました。 

 

（２）ニーズ調査の実施 

保護者の就労状況や子育ての現状、教育・保育や子育て支援に関するニーズを把握し、各事業

のニーズ量の算出をはじめ、得られた調査結果を計画に反映させることを目的に、ニーズ調査を実

施し、今後の子育て支援を展開していくための基礎資料としました、 

 

（3）パブリックコメントの実施 

新篠津村では、村政に関する基本的な事項を定める計画などの素案に対し、村民が意見を提出

できるようにすることで協働によるまちづくりの実現を図るため、パブリックコメント制度を導入して

います。 

本計画の素案をパブリックコメントの手続きにより公表し、令和７年２月４日から令和７年２月２１

日まで意見の募集を実施し、村民からの計画に対する意見等を精査しながら必要に応じて計画書

に反映するなど、村民意見の反映に努めました。 
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６ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）について 

ＳＤＧｓ（エス ディー ジーズ）とは、2015 年９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発目

標（Sustainable Development Goals）」のことで、2030年までに達成する 17の目標と 169

のターゲットで構成され、「誰一人取り残さない」ことを理念とした国際社会共通の目標です。ＳＤＧｓ

は発展途上国だけでなく、先進国自身が取り組む普遍的なものであり、自治体においても地方創生

を推進するため、その達成に向けた推進が求められています。 

本村においても、「誰一人として取り残さない」という包括的な視点のもと、全ての人の平等かつ

公平な社会参画をめざし、取り組みを進めていきます。 

本計画に関連するＳＤＧｓの目標は、以下のとおりです。 

 

 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

第２章 

子どもと子育てを取り巻く環境 
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第２章  子どもと子育てを取り巻く環境  

１ 人口の動向 

（１）人口の推移 

本村の人口は、令和元年の 3,067人から令和６年には 2,769人と減少傾向で推移しています。 

年齢区分ごとの人口では、老年人口（65 歳以上）は、ほぼ横ばいで推移しているのに対し、生産年齢

人口（15～64歳）」、「年少人口（0～14歳）は減少傾向で推移しており、少子高齢化が進行しています。 

 
資料：新篠津村（各年 4 月 1 日現在） 

 
 

小学生以下の児童人口は、小学生はほぼ横ばい、就学前は減少傾向で推移しています。 

 
資料：新篠津村（各年 4 月 1 日現在） 

  

312 305 299 275 273 256 

1,608 1,546 1,503 1,435 1,421 1,362 

1,147 1,162 1,140 1,152 1,132 1,151 

3,067 3,013 2,942 2,862 2,826 2,769 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

年齢３区分別の人口推移

年少人口（0-14歳） 生産年齢人口（15-64歳） 老年人口（65歳以上）

（人）

120 112 106 92 89 76 

120 125 120 124 129 
128 

240 237 226 216 218 
204 

0

100

200

300

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

小学生以下の児童の人口推移

就学前(0～5歳） 小学生（6～11歳）

（人）
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（２）世帯数及び１世帯当たり人員の推移 

国勢調査における世帯数は、平成 12年の 1,163世帯から令和２年には 1,038世帯と減少傾向で推移してい

ます。 

また、1世帯当たりの人員は、平成 17年の 2.93人から令和２年は 2.54人と減少傾向にあり、核家族化の進

行がみられます。 

 

資料：国勢調査  

 

（３）出生数の推移 

本村における出生数は、令和元年度の 13人から令和３年度の 16人まで増加していましたが、その後

減少に転じ、令和５年度には 11人となっています 

 
資料：新篠津村（各年度合計） 

 

  

1,163 1,142 
1,073 1,057 1,038 

2.76 

2.93 
2.85 

2.73 

2.54 

2.00

2.50

3.00

3.50

0

300

600

900

1,200

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和2年

世帯数と１世帯当たりの人員の推移

一般世帯数 1世帯当たりの人員

（人）（世帯）

13 
15 16 

14 
11 

0

5

10

15

20

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

出生数の推移

（人）
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（４）婚姻数と離婚数 

婚姻については、令和元年度が 14件と最も多く、令和３年度が 5件と最も少なくなっています。 

また、離婚については、令和 2年度が 5件と最も多く、令和 4年度が 1件と最も少なくなっていま

す。 

 
資料：新篠津村（各年度合計） 

 

（５）子どものいる世帯の状況 

子どものいる世帯の状況で、「6歳未満の子どもがいる世帯」では、北海道水準を上回り、全国水準を

下回っています。「6～18歳未満の子どもがいる世帯」では、全国水準及び北海道水準を上回っていま

す。 

 

資料：令和２年国勢調査  
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（６）女性の就労の状況 

本村における女性の就労状況は、北海道と比較してすべての年代で就業率が高くなっています。 

 
資料：令和２年国勢調査 

 

平成 27年と令和２年を比較すると、45～49歳を除く、ほとんどの年代で令和２年の就労率が高く

なっています。 

 
資料：国勢調査 

61.4

67.7
63.3 64.6

68.6 70.0 69.5
66.2

54.4

35.8

66.7

75.6 73.7 72.6

80.5
77.8

82.2
78.9 77.2

62.2

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

女性の就労の状況 国勢調査（令和２年）

北海道 新篠津村

60.0
64.8 66.7

63.8

77.7

92.6

81.1
75.2 73.6

48.4

66.7 

75.6 73.7 72.6 

80.5 

77.8 

82.2 
78.9 77.2 

62.2 

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

女性の就労の状況 国勢調査

新篠津村（H27） 新篠津村（R2）



15 

２ 子育て支援の状況 

（１）保育所利用者の状況 

保育所利用者は、令和２年の 89人から令和６年の 60人と減少しています。 

令和６年の定員に対する利用者数は、全ての施設で定員を下回っています。 

 

施設名 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 
令和６年 

定員数 

すくすく保育所 61  62  51  44  40  120  

なかよし保育所 7  閉所 閉所 閉所 閉所 閉所 

たかくら保育所 13  11  10  9  8  50  

ひまわり保育所 8  7  13  11  12  19  

合計 89  80  74  64  60  189  

資料：新篠津村（各年５月１日現在） 
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（２）幼稚園利用者の状況 

幼稚園利用者は広域での利用になり、令和６年は 1人となっています。 

 

施設名 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

駒沢幼稚園（岩見沢市） 0  1  1  3  1  

のっぽろ幼稚園（江別市） 0  1  1  1  0  

大麻ひかり幼稚園（江別市） 0  0  2  0  0  

合計 0  2  4  4  1  

資料：新篠津村（各年５月１日現在） 

 

（３）認定こども園利用者数の推移 

認定こども園利用者は広域での利用になり、令和６年に利用者はみられません。 

 

施設名 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

もりのひだまり（江別市） 0  0  1  1  0  

資料：新篠津村（各年５月１日現在）  
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（４）放課後児童クラブ利用者の状況 

本村では、放課後児童クラブは設置しておらず、小学校下校後に帰宅しても保護者が就労等により不

在の小学児童と、長期休業日にあたる保育所入所児と小学児童を対象に、託児事業「たんぽぽ託児所」

を実施しています 

託児事業「たんぽぽ託児所」の合計は、令和２年の 46人から令和６年の 29人と減少しています。 

 

低学年（1～3 年生） 

施設名 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

託児たんぽぽ 36  34  27  22  19  

資料：新篠津村（各年５月１日現在） 

高学年（4～6 年生） 

施設名 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 

託児たんぽぽ 10  10  12  8  10  

資料：新篠津村（各年５月１日現在） 
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３ 将来人口推計 

以下に、令和７年から令和 11年までの人口推計値を示します。 

総人口、年少人口ともに減少傾向にあり、計画最終年の令和 11年には総人口が2,533人、年少人口

が 241人と見込まれます。 

 

 令和７年 令和８年 令和９年 令和 10 年 令和 11 年 

年少人口（0～14 歳人口） 264 263 258 251 241 

 

 

 

未就学児（0～5 歳） 91 93 96 98 97 

小学生（6～11 歳） 116 104 96 86 83 

中学生（12～14 歳） 57 66 66 67 61 

生産年齢人口（15～64 歳） 1,358 1,314 1,290 1,270 1,260 

老年人口（65 歳以上） 1,153 1,124 1,086 1,104 1,032 

総  人  口 2,775 2,701 2,634 2,625 2,533 

コーホート法※ による推計 

 

※コーホートとは、ある年（期間）に生まれた集団のことをいい、コーホート法とは、その集団のある期間の人口変化

を観察し、将来人口を推計する方法です。 

例えば、ある年の 20～24 歳人口は 5 年後には 25～29 歳に達しますが、その間の実際の人口変化を分析し、これから

導き出された傾向を基準となる 20～24 歳人口に当てはめて計算することで、5 年後の 25～29 歳人口を推計するもの

です。 
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４ ニーズ調査結果 

（１）調査の目的 

本計画を策定するにあたり、保護者の皆さんに子育てに関するアンケート調査を行い、今後の子育

てサービスのニーズ量を把握するとともに、日々の生活の中でどのようなご意見やご要望をお持ちで

あるのかをおうかがいし、今後の子育て支援を展開していくための基礎資料としています。 

 

（２）調査対象者 

〇就学前児童調査 ： 新篠津村在住の就学前児童をお持ちの保護者の方 

〇小学生児童調査 ： 新篠津村在住の小学生児童をお持ちの保護者の方 

 

（３）調査方法 

○就学前児童調査 ： 郵送による配布・回収調査 

〇小学生児童調査 ： 郵送による配布・回収調査 

 

（４）調査期間 

令和 5年 12月～令和６年１月 

 

（５）回収状況 

調査種類 調査対象者数 有効回収数 有効回答率 

就学前児童調査 66  30  45.5% 

小学生調査 93  43  46.2% 

 

（６）集計にあたっての注意点 

〇端数処理の関係上、構成比（％）の計が１００％とならないことがあります。 

〇図表の構成比（％）は小数第２位以下を四捨五入したものです。 

〇複数回答の設問は、すべての構成比（％）を合計すると１００％を超える場合があります。 

〇図中の"n="は、各設問の対象者数を表しています。 
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（７）調査結果 

① 子育てに関する周囲の協力者の状況 

子育てに関する周囲の協力者の状況をみると、日常的及び緊急時等に親族・知人等の協力が得ら

れない、孤立した子育て環境にいる保護者は就学前児童で 6.7％、小学生児童で 7.0％となってい

ます。 

 

 

保護者が祖父母等の親族にみてもらえるケースでも、就学前児童で 25.9％、小学生児童で

13.2％が、「時間的制約や精神的な負担が大きく心配である」と回答しています。 

 
 

 

  

40.0

50.0

3.3

6.7

34.9

55.8

9.3

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日常的に祖父母等の親族にみてもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子どもをみてもらえる友人 知人がいる

いずれもいない

就学前(n=30) 小学生(n=43)

37.0

33.3

25.9

40.7

3.7

57.9

15.8

13.2

26.3

10.5

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母等の身体的・精神的な負担や時間的制約を

心配することなく、安心して子どもをみてもらえる

祖父母等の親族の身体的負担が大きく心配である

祖父母等の親族の時間的制約や精神的な負担が

大きく心配である

自分たち親の立場として、負担をかけていることが

心苦しい

子どもの教育や発達にとってふさわしい環境である

か、少し不安がある

その他

就学前(n=27) 小学生(n=38)
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② 子育て（教育を含む）をする上で気軽に相談できる人 

子育て（教育を含む）をする上で気軽に相談できる人では、「いる」が就学前児童で 90.0％、小学

生児童で 93.0％と非常に多くなっており、具体的な人では、就学前児童、小学生児童ともに「祖父

母等の親族」「友人や知人」などという身近な人が多くなっています。 

 

 

 

  

90.0

93.0

10.0

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前
(n=30)

小学生
(n=43)

いる／ある いない／ない 無回答
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14.8

11.1
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7.4
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祖父母等の親族

友人や知人

近所の人

子育て支援施設（児童館・子育て支

援センター）・NPO

保健所・保健センター

保育士

幼稚園教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

村の子育て関連担当窓口

その他

就学前(n=27)

70.0

87.5

15.0

5.0

0.0
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0.0

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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近所の人

子育て支援施設（児童館・子育て支

援センター等）・NPO

保健所・保健センター

小学校教諭

民生委員・児童委員

かかりつけの医師

村の子育て関連担当窓口

その他

小学生(n=40)



22 

③ 保護者の就労状況 

母親の就労状況をみると、「フルタイムで就労している」と「パート・アルバイト等で就労している」を

合わせた現在の就労割合は、就学前児童で 79.2％、小学生児童で 73.3％となっています。 

 

 

現在、就労していないと回答した母親の今後の就労希望は、就学前児童で 100.0％、小学生児童

で 50.0%となっています。就労を希望する母親の割合が高いことから、今後増加すると考えられる

保育ニーズを見据えた保育環境の整備が必要です。 

 

 

 

 

  

30.0

51.2

16.7

4.7

26.7

23.3

23.3

11.6 2.3

3.3

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前
(n=30)

小学生
(n=43)

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労した事がない

無回答

33.3

57.1

16.7

42.9

33.3 16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前
(n=7)

小学生
(n=6)

子育てや家事などに専念したい（就労の予定はない）

１年より先、一番下の子どもが一定の年齢になったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

無回答
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④ 平日の定期的な教育・保育事業の利用状況（就学前児童のみ） 

幼稚園や保育所などの「定期的な教育・保育の事業」の現在の利用状況は 76.7％となっています。 

 

 

平日の定期的な教育・保育事業の利用内容は、「村内保育所（すくすく、たかくら＝へき地保育所）」

87.0％となっています。 

今後希望する定期的な教育・保育の事業は「認定こども園」53.3％、「自治体の認証・認定保育施

設」40.0％、「認可保育所（園）」26.7％の割合が高くなっています。 

 

 

  

76.7 23.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前
(n=30)

利用している 利用していない 無回答

87.0

8.7

13.0
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村内保育所（すくすく、たかくら＝へき地保育所）

ひまわり保育所（小規模な保育施設）

その他

利用状況

就学前(n=23)

13.3

6.7

26.7

53.3

16.7

3.3

13.3

40.0

0.0

10.0

13.3

3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所（園）

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリー・サポート・センター

その他

利用希望

就学前(n=30)



24 

⑤ 放課後児童クラブ 

５歳以上の就学前児童の放課後の過ごし方について、低学年時の「放課後児童クラブ〔社協託児

事業＝たんぽぽ〕」に関する利用希望をみると 26.7％、高学年時でも 26.7％となっています。 

 

 

小学生児童の「放課後児童クラブ〔社協託児事業＝たんぽぽ〕」に関する利用状況をみると 11.6％

となっており、利用希望では、「低学年での利用」「高学年までの利用」あわせて 24.6％となっていま

す。 

 

 

 

26.7

20.0

33.3

6.7

13.3

26.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（    教室、        、学

習塾など）

児童館

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔社協託児事業

＝たんぽぽ〕

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

低学年時

就学前(n=15)

33.3

13.3

26.7

13.3

13.3

26.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（    教室、        、学

習塾など）

児童館

放課後子ども教室

放課後児童クラブ〔学童保育〕

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

高学年時

就学前(n=15)

11.6 86.0 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生
(n=43)

利用状況

利用している 利用していない 無回答

9.3 11.6 72.1 7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

小学生
(n=43)

利用希望

低学年（1～3年生）の間は利用したい 高学年（4～6年生）になっても利用したい 利用する必要はない 無回答
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⑥ 育児休業や短時間勤務制度などの職場の両立支援制度（就学前児童のみ） 

育児休業を取得または取得中の母親は 30.0％、父親は 6.7％となっています。 

 

  
 

休業取得後に職場復帰した母親は 55.6％、育児休業中の母親は 33.3％となっており、休業取

得後に職場復帰した父親は 50.0％となっています。 

 

 
 

23.3 30.0 46.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前
(n=30)

母 親

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

6.7 90.0 3.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前
(n=30)

父 親

働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答

55.6 33.3 11.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前
(n=9)

母 親

育児休業取得後、職場に復帰した 現在も育児休業中である 育児休業中に離職した 無回答

50.0 50.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前
(n=2)

父 親

育児休業取得後、職場に復帰した 現在も育児休業中である 育児休業中に離職した 無回答
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⑦ 子育てに関する不安や悩み 

子育てを楽しいと感じる人は、就学前児童で 40.0％、小学生児童で 44.0％と多くなっており、子

育てを辛いと感じる人はいませんでした。 

 

 

子育てをする上での不安や悩みでは、就学前児童で「子どものしつけに関すること」、「子どもの教

育に関すること」、小学生児童で「子どもの教育に関すること」、「子どもの病気や発達・発育に関する

こと」などが多くなっています。 

 

63.3

76.7

26.7

18.6

3.3

2.3

6.7

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就学前
(n=30)

小学生
(n=43)

楽しいと感じることが多い 楽しいと感じることと辛いと感じることが同じくらいある

辛いと感じることが多い その他

わからない 無回答

53.3

46.7

56.7

30.0

56.7

40.0

10.0

26.7

23.3

23.3

30.0

3.3

3.3

46.5

25.6

41.9

20.9

51.2

34.9

7.0

44.2

20.9

27.9

25.6

11.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子どもの病気や発達・発育に関すること

子どもの食事や栄養に関すること

子どものしつけに関すること

子どもとの時間を十分にとれないこと

子どもの教育に関すること

子どもの友達づきあい（いじめ等を含む）に関すること

相談相手や手助けしてくれる人がいないこと

子どもを叱りすぎているような気がすること

仕事や自分のやりたいことが十分にできないこと

子育てに関する経済的負担に関すること

子育てに対するストレスや体の疲れに関すること

その他

不安や悩みは持っていない

就学前(n=30) 小学生(n=43)
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⑧ 子育て支援策について 

充実してほしい子育て支援策では、就学前児童、小学生児童ともに「子どもたちの遊び場や機会

の充実」、「子育てのための経済的支援の充実」、「教育環境の充実」、などが多くなっています。 

 

 

  

26.7

60.0

6.7

50.0

56.7

70.0

3.3

6.7

36.7

23.3

13.3

13.3

3.3

3.3

4.7

48.8

7.0

27.9

41.9

51.2

2.3

16.3

34.9

4.7

20.9

11.6

2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

子育てに関する相談などの充実

子育てのための経済的支援の充実

ボランティア活動などの地域における子育て支援の充実

母子保健サービスや小児救急医療体制の充実

教育環境の充実

子どもたちの遊び場や機会の充実

多子世帯の優先入居などの公営住宅などの住宅面の配慮

道路や施設などのバリアフリー化の推進

仕事と子育ての両立支援についての企業への普及・啓発

子どもを事故や犯罪の被害から守るための対策の推進

児童虐待防止対策の推進

ひとり親家庭などへの支援の充実

その他

特にない

就学前(n=30) 小学生(n=43)
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５ 本村における子育て支援に関わる課題 

本計画の策定にあたっては、ニーズ調査の結果や「新篠津村子ども・子育て支援事業計画」の施

策進捗評価に基づき 4 つの課題をあげました。これらの課題を解決するための施策を優先的に推

進します。 

課題１ 周囲の援助を得られない家庭、相談先がない家庭が一定以上存在 

日常的に子どもをみてくれる親族・知人の有無で、「いずれもいない」の回答が就学前児童で

6.7％・小学生で 7.0％いるとともに、子育てをする上で相談できる人・場所の有無で、「いない／

ない」の回答が就学前児童で 10.0％・小学生で 7.0％おり、孤立する可能性のある家庭が数は

少ないものの一定程度いることがうかがえます。 

課題２ 仕事と育児の両立のために必要な支援策の強化 

母親の就労状況をみると、「フルタイムで就労している」、「パート・アルバイト等で就労している」

を合わせた現在の就労割合は、就学前児童で79.2％、小学生児童で73.3％となっています。ま

た、現在、就労していないと回答した母親の今後の就労希望は、就学前児童で 100.0％、小学生

児童で50.0％となっており、子育てをしながらフルタイムで働く母親の増加を勘案し、仕事と育児

の両立ができるよう、子育て中の保護者に対する支援策を強化する必要があります。 

課題３ 中期的視野に立った放課後の過ごし方の受け皿確保の検討 

５歳以上の就学前児童の小学校入学後の放課後児童クラブ〔社協託児事業＝たんぽぽ〕の利

用希望は低学年時、高学年時ともに 26.7％となっています。また、小学生の放課後児童クラブ

〔社協託児事業＝たんぽぽ〕の利用状況は 11.6％、今後の利用希望は 24.6％となっています。

子どもの放課後の安全な過ごし方に対しては、放課後児童クラブは一定の役割を担っています。

子どもを一時的に預かるだけではなく、学力の向上をはじめ、子どもの成長に繋がる事業内容を

充実するなど、小学生のニーズに即した事業運営が求められます。 

課題４ 父親の育児参画の推進やワーク・ライフ・バランスの取組 

育児休業の取得率は母親で 30.0％・父親で 6.7％となっており、まだ、父親の育児休業取得

の困難さがうかがえます。父親が育児休業を取得しやすい職場環境づくりをはじめ、安心して出

産・育児ができる職場環境の整備と公的支援制度の周知・普及を図る必要があります。 
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基本理念と施策の方向性 
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第３章  基本理念と施策の方向性  

１ 計画の基本理念 

第２期計画においては、すべての人が、子育てに喜びをもって関わることのできる社会を築くこ

とを目指し、基本理念を、『支え合い 輝く子どもが 笑顔の親が 育つまち』と定めました。 

本計画においては、第２期計画の方向性はそのままに、引き続き理念の実現に向けた取り組み

を推進します。 

 

 
 

 

２ 基本指針 

近年、核家族化の進展、地域のつながりの希薄化、共働き家庭の増加、依然として多くの待機

児童の存在、児童虐待の深刻化、兄弟姉妹の数の減少など、子育て家庭や子どもの育ちをめぐる

環境が変化しています。 

「第３期新篠津村子ども・子育て支援事業計画」においては、保護者が子育てについての第一

義的責任を有することを前提としつつ、上記の環境の変化を踏まえ、地域の実情に即した真に必

要なサービスを見極め、可能な範囲で保育施策を実施していきます。 

特に、地域や社会が保護者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげることを

通じて、保護者が自己肯定感を持ちながら子どもと向き合える環境を整え、親としての成長を支

援するとともに、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを感じることができるよう支援し、全て

の子どもや子育て家庭を対象に、一人ひとりの子どもの健やかな育ちを等しく保障することを目指

します。 

 

  

基本理念 

支え合い 輝く子どもが 笑顔の親が 育つまち 
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３ 計画の基本目標 

基本理念の実現に向けて、次３つを基本目標と定め、子ども・子育て支援施策を組み立てて推

進します。 

 

基本目標Ⅰ 子どもと子育てを支える地域づくり 

 

核家族化・少子化の進行などにより、子育て家庭が様々な不安や負担を感じていますが、その

軽減を図る施策を充実させるとともに、家庭・地域・団体・企業・行政等が一体となり、子育て家庭

を大切にする地域づくりを推進するとともに、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指し

ます。 

 
 

基本目標Ⅱ 子どもの豊かな心と体を育む取り組み 

 

次代の担い手がたくましく成長することは、家庭はもとより地域にとっても大きな財産となること

を踏まえ、家庭教育を出発点として学校・地域が連携して心身ともに豊かな人間性を育む取り組

みを推進します。 

また、子どものもつ権利や自由を尊重し、子どもが大切にされる社会を築くため、児童虐待防止

対策などの支援を図っていきます。 

 
 

基本目標Ⅲ 子どもを健やかに産み育てることのできる環境整備 

 

子どもの健やかな成長は、親はもとよりすべての人の願いであります。安心して産み、自信とゆ

とりをもって育てていくために、妊娠初期から安定した状態を保ち、親子の健康を確保するよう健

康診査、訪問指導などを充実し、妊娠・出産期からの切れ目のない支援を行っていきます。 

併せて、食事が健康と大きく関係していることから、成長段階に応じた「食育」を推進していきま

す。 

また、子どもや家族が安心して暮らすことのできる、安全な環境に配慮したまちづくりを推進し

ていきます。 
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４ 施策の体系 

 

基本
理念

基本目標 推進施策

　　１　保育サービスの充実

　２　子育て支援サービスの充実

　３　子育てを支援するボランティアの育成

　４　子育てと仕事の両立支援

　１　児童の健全育成

　２　家庭教育の向上

　３　教育環境等の整備

　４　子どもの人権擁護

　１　妊娠・出産に係る支援

　２　子どもと親の健康確保

　３　子どもの発育・発達への支援

　４　子どもの安全・安心の確保

　５　不妊に対する支援

支
え
合
い
　
輝
く
子
ど
も
が
　
笑
顔
の
親
が
　
育
つ
ま
ち

Ⅰ　子どもと子育てを支える
　　 地域づくり

Ⅱ　子どもの豊かな心と体を
     育む取り組み

Ⅲ　子どもを健やかに産み育てる
     ことのできる環境整備



 

  



 

 

 

 

 

 

 

第４章 施策の展開 
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第４章  施策の展開  
基本目標Ⅰ 子どもと子育てを支える地域づくり 

基本目標Ⅰ 子どもと子育てを支える地域づくり 

１ 保育サービスの充実 

【現状と課題】 

現在、本村では村内 3 ヵ所の保育所を指定管理者制度により運営しています。入所受入れの

年齢は 2 歳児からですが、2 歳未満児については乳児保育所（ひまわり保育所）での入所対応に

より行っています。 

今後は、知育なども重視し、多様な保育ニーズへの対応に努めるとともに、子育て施設の中核

施設としての機能向上と保育サービスの質的向上を図るために、保育士の適正配置や資質の向

上を推進していく必要があります。 

また、昨今、保育士等が不足するなか、保育サービスの質的向上を図るためには、現在のへき

地保育所による保育事業の運営効率化や施設の統廃合、さらには認定こども園への移行などを

進めていきます。 

【村内保育所】    （令和７年３月末現在）  

名称 定員 対象年齢 所在地 

すくすく保育所 120 人 2 歳～5 歳 第 47 線北 9 番地 

たかくら保育所 50 人 2 歳～5 歳 第 39 線北 35 番地 

ひまわり保育所 19 人 0 歳～2 歳 第 47 線北 9 番地 

【今後の取り組み】 

○さまざまな保育ニーズについて、保育所、子育て支援センター、託児事業との連携で検討し、

認定こども園への移行を含め、保育サービスの充実に努めます。 

〇職員の保育力の向上を図るため、保育所巡回支援事業の活用を行います。 

○小学校に就学するすべての子どもが保育所を経験しており、教育分野との連携により、生活状

況を情報交換するなど、子育てについて共に考え取り組みます。 

○教育と保育とのつながりの必要性・可能性を検討します。 

○将来的には、既存保育施設の統廃合や認定こども園への移行を進めます。 
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■保育事業の拡充 

多様な保育ニーズに対応するため、下記のとおり保育事業の拡充を図ります。 

名称 内容 実施場所 開始時期 

乳幼児保育 
2 歳未満児を対象とした乳幼児保育を実

施しています。 
ひまわり保育所 平成 29 年 4 月 

延長保育 
夫婦共働きや就労形態の多様化に対応す

るため延長保育を実施しています。 
すくすく保育所 平成 27 年 4 月 

一時預かり 

平成 27 年に要綱を整備しましたが実施に

至っていないので、受け入れ体制を整備でき

るよう検討します。 

  

■広域入所支援事業 

本村の小規模保育所等の広域入所に関する実施要綱に基づき、他市町村の認可保育所に入

所希望する場合、法で規定される利用負担を援助しています。平成 27 年 4 月から、認定保育

所に限らず他市町村の保育園等に通園する児童に対し、月額 1万円の補助を行っています。 
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２ 子育て支援サービスの充実 

（１）子育て支援情報の充実と相談機能の強化                                  

【現状と課題】 

各種子育て支援サービスが十分に利用されるためには、子育て支援に係る情報提供の充実が

必要です。 

また、本村の子育て支援サービスの向上を図っていくためには、子育てに関する情報交換や情

報の共有化、相談体制の充実が必要です。 

今後は、相談事業の周知徹底と利用推進を図るとともに、子育て支援に係る情報提供の充実

並びに共有化を推進していく必要があります。 

【今後の取り組み】 

○子育て支援センターや子育て世代包括支援センター、子ども家庭総合支援拠点及び保育所・

学校を含め情報の共有化を図ります。 

○広報紙等での情報提供を充実させるとともに、特に転入者に対しては、転入時に全ての子育

て支援策がわかるような周知を徹底します。 

○子育て世代包括支援センターを拠点として、保健、福祉、医療等の関係機関の連携強化によ

り、子育てに関わる情報のリアルタイムでの提供や情報の一元化を推進します。 

 

（２）子育て支援センター事業の充実                                         

【現状と課題】 

本村の子育て支援センターにおいては、村保健師と連携した幼児教室の開催や子育てサーク

ル活動の支援、子育て相談などを行っています。 

しかし、参加者が限られている状況から、事業の周知徹底とともに、参加しやすい体制を検討

する必要があります。 

また、事業内容のマンネリ化防止と魅力ある事業展開を推進するとともに、多様化する子育て

ニーズへの対応に努め、地域の子育て支援拠点としての機能強化を図る必要があります。 

【今後の取り組み】 

○センターでのイベントや活動により多くの人が参加できるよう、参加しやすい開催内容や開催

回数の拡充を検討します。 

○情報発信の強化と、気軽に不安や悩み事を相談できる体制づくりを推進します。 
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■新篠津村の主な子育て支援事業 

名称 内容 日程 対象者 場所 

赤ちゃん教室 

育児にともなう不安や疑問

を解消し、母親同士の交流

の場を提供 

年 4 回 

（6 月、9 月、 

 12 月、3 月） 

生後 1 カ月～11 カ月の

赤ちゃんと母親 

保健 

センター 

親子の遊び場 

子どもの遊びを通じ、母と子

のふれあいを深める場を提

供（子育て元気カフェ、ベビ

ーマッサージ教室、わいわい

ひろば、にこにこひろば） 

月 3～4 回 
妊婦または・0 歳から

未就学児童と保護者 

保健 

センター 

電話子育て相談 

お子さんの身の回りのこと、

困っていることなどの相談

支援 

随時 

妊婦または 0 歳から

未就学児童のいる家

庭 

保健 

センター 

サークル支援 
子育てサークルの場所の提

供 
随時 

妊婦または・0 歳から

未就学児童と保護者 

保健 

センター 

絵本の貸出 絵本や育児書の貸出 随時 
妊婦 0 歳から未就学

児童と保護者 

保健 

センター 

 

３ 子育てを支援するボランティアの育成 

【現状と課題】 

村民の子育て支援に関するニーズは年々多様化してきており、サービスを効果的に提供する上

で、行政主体の事業展開では困難な状況となってきています。 

本村では、絵本の読み聞かせ活動を行うグループが小学校等においてボランティア活動を行っ

ており、親子のふれあいなど子育て支援につながる活動となっています。また、子ども会、スポーツ

少年団に携わる指導者の存在も、子どもの健全育成に寄与しています。 

しかし、こうした人材・団体はごく僅かであり、また乳児期の子育てに関するボランティアは皆無

の状況です。 

このため、子育て経験者や子育てに関心、意欲のある村民等に対して、子育て支援ボランティア

としての育成と活用に向けた取り組みを行っていく必要があります。 

【今後の取り組み】 

○子育て支援を受けた保護者が、子育てが終わった後には、支援する立場になるような循環型

のボランティアについて、ボランティア連絡協議会と連携して検討します。 

○子育てに関心や意欲のある村民、及び教育職経験者等について、子育て支援ボランティアとし

ての活用を検討します。 

○自治区青少年育成部、子ども会、スポーツ少年団等に携わる指導者が円滑な活動ができるよ

う、必要な情報の提供、研修会を行い、青少年の健全育成を図ります。 
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４ 子育てと仕事の両立支援 

【現状と課題】 

仕事を続けながら子どもを産み育てることを希望しながらも躊躇する要因に、両立できる環境

整備が整っていないことがあります。その一つが保育サービスの整備で、もう一つが子育てに理

解のある労働環境・社会環境の整備です。これまで、保育サービスの充実を重要視してきました

が、社会全体で子育てを支援する観点から、企業等への子育て支援に関する理解促進も必要と

なっています。 

今後、少子高齢化の流れを改善するためには、村民や事業主などが仕事と家庭・子育てを両立

（ワーク・ライフ・バランス）するための意識の醸成に取り組むことが重要です。仕事と結婚・子育て

の調和を図るため、事業主などに育児・介護休業制度の周知を図りながら、仕事と結婚・子育てを

両立できる環境づくりを推進することが大切です。 

【今後の取り組み】 

○子育てと仕事を両立しやすい職場環境の整備のため、国が支援する関係法令の情報提供を

含め、企業等への広報啓発に努めます。 

○ひとり親家庭においては、就業が自立に向けた第一歩であることから、更なる理解を求めてい

きます。 

○夫婦で協力して子育てすることの重要性を周知し、父親の育児参加を促す施策を推進します。 

○ワーク・ライフ・バランスへの意識向上に向けて、ワーク･ライフ・バランスの考え方や企業にとっ

てのメリット、必要性等を周知します。 
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基本目標Ⅱ 子どもの豊かな心と体を育む取り組み 

基本目標Ⅱ 子どもの豊かな心と体を育む取り組み 

１ 児童の健全育成 

【現状と課題】 

少子化や核家族化の進行は、子ども同士の交流や年長者などを含めた家庭や地域の様々な人

とふれ合う機会を減少させ、児童の社会性が育ちにくくなるなど、児童の健やかな成長にとっての

問題が指摘されています。児童の健全な育成を図るためには、地域住民の積極的参加による地

域活動や健全な居場所づくりが重要です。 

本村では、子ども会活動などを実施していますが、地域活動への参加を希望する保護者が多い

ことから、多種多様な活動企画や運営を検討し、活動の活性化を図る必要があります。 

また、放課後の子どもの居場所づくりの一環として、社会福祉協議会において託児事業を実施

していますが、のびのびと身体を動かして遊ぶことなど、機能の充実が求められています。放課後

の健全な居場所が求められていることから、今後も託児事業を継続し、放課後の児童の健全育成

並びに保護者の就労と子育ての両立を支援していく必要があります。 

さらに、近年のインターネットやスマートフォンの普及により有害環境への対策も求められてい

ます。 

【今後の取り組み】 

○より利用しやすい託児事業を目指して、事業内容の充実や指導する世話人の資質の向上等

を図ります。 

○将来的には、利用学童の帰宅時における防犯性や既存施設の有効活用の観点などから、小学

校なども含めた施設活用も検討を行います。 

○子どもたちが興味をもって参加できる魅力ある子ども会行事の企画や運営、活動について支

援を行います。 

○関係機関との連携のもとに、非行防止対策や有害環境対策を推進します。 

○児童の健全育成の面から、情操を豊かにする文化事業の充実を図ります。 

■託児事業の拡充 

小学校の下校後、帰宅しても保護者が就労等により不在の小学児童と、長期休業日の保育所

入所児と小学児童の健全な育成と保護を目的に「たんぽぽ託児所」を開設していますが、今後は、

子どもの自立性・社会性等のより一層の向上を図るため、放課後児童支援員を養成し、放課後

児童クラブの整備を検討していきます。 
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２ 家庭教育の向上 

【現状と課題】 

すべての教育の原点である家庭教育は、基本的なマナー、自立心を養う上で重要な役割をもっ

ています。しかし、核家族化や地域における人間関係の希薄化などの社会的要因から、家庭での

教育力は低下してきているのが実状です。 

このため、子どもの発達に応じた家庭教育に関する学習機会や情報の提供の充実など、関係分

野が連携しながら家庭教育力の向上を支援していく必要があります。 

【今後の取り組み】 

○子どもの人格形成を養う家庭の教育力の向上を図るため、子育てに関する家庭教育講座の

継続実施や情報提供の充実を図ります。 

○支援センター職員などの資質向上を推進し、子育て相談・助言体制の充実を図ります。 

 

３ 教育環境等の整備 

【現状と課題】 

乳幼児期から身近に自然とふれあう機会があることは、豊かな心の育成に必要であり、本村の

環境は比較的恵まれていると言えます。 

しかし、今日の子どもの遊びはテレビゲームが主流となっており、また、少子化の影響から子ど

も同士のふれあう機会が減少し、心の情操教育もさることながら体力の低下、生活習慣の乱れ等

も指摘されています。 

子どもは、自然体験や生活体験を経て社会性を身につけていくことから、世代を超えた様々な

人と交流できる場・機会の充実や積極的にスポーツに親しむ環境づくり等が求められます。 

また、次代の担い手を育成する観点から、子どもが可能性を十分に発揮して豊かに生きる力を

伸長することができるよう、学校教育の充実も重要となっています。 

【今後の取り組み】 

○教育委員会で実施する野外活動や、高齢者との「ふれあい塾」への積極的な参加を促し、自然

や様々な人との交流の充実を図るとともに、子どもも地域の一員としての自覚を身につけるこ

とのできるよう、地域行事・活動への参加を呼びかけます。 

○スポーツに対する意欲・能力を高めるため、優れた指導者の養成やスポーツ少年団等の団体

の活動を支援します。 

○一人ひとりの可能性を伸ばす学校教育の充実や子どもの読書活動、様々な体験活動の充実

を推進します。 
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４ 子どもの人権擁護 

【現状と課題】 

「児童の権利に関する条約」締結国である我が国においては、子どもの人権を尊重し、大切にし

なければなりません。しかしながら、児童虐待の多発やいじめ、体罰などの問題に見られるように、

子どもを取り巻く環境は深刻な状況にあります。 

子どもの成長や子育てを家庭だけのこととして捉えるのではなく、地域全体で支援することが

必要であり、子ども自身に社会の一員としての自覚を芽生えさせることも大切です。 

また、児童虐待問題においては、近年、本村では数件報告されており、育児能力不足や育児に

対するストレスが要因となるケースが多いことから、育児相談の充実強化を図る必要があります。 

また、専門機関や関係機関の連携により児童虐待の予防、早期発見、早期対応に努めるととも

に、児童虐待防止の啓発を推進する必要があります。 

【今後の取り組み】 

○子どもの権利を尊重する村民の意識を高めるため、児童の権利に関する条約の周知やイベン

トなどを通じて、人権意識の高揚並びに児童福祉の理念の周知を図ります。 

○児童虐待防止の広報啓発活動を推進します。 

○虐待問題では、「新篠津村要保護児童対策地域協議会」を充実させ、関係機関との連携強化

のもとに情報の共有化を図り、早期発見・早期対応や子育て支援センターを中心とした相談体

制の連携を図り、児童虐待の予防や適正な対応を図ります。 
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基本目標Ⅲ 子どもを健やかに産み育てることのできる環境整備 

基本目標Ⅲ 子どもを健やかに産み育てることのできる環境整備 

１ 妊娠・出産に係る支援 

【現状と課題】 

本村では、年間おおよそ 15 件程度の妊娠届があり、保健師と管理栄養士が母子保健相談窓

口として対応しています。村内に産科を扱う医療機関がないため、主な出生場所は岩見沢市・江

別市・札幌市等が中心となっています。 

妊婦に対しては必要に応じ妊娠期から家庭訪問や電話相談等の支援を開始し、妊娠から出

産・育児へと支援の継続を行っています。産後は全ての産婦に産後うつアンケートを実施し、産後

うつ病や育児不安、養育環境などによる育児困難を把握し、早期から育児支援を行うことで育児

放棄などの虐待予防に努めています。また、近年の傾向として、仕事を継続しながら妊娠・出産す

る割合も増加しており、育児ニーズも多様化しているため、安心して妊娠・出産できるような相談 

支援体制の充実が望まれています。 

さらに、ライフスタイルも多様化しており、朝食を摂らない生活習慣を持つ親が増加傾向にある

ため、妊娠・出産という子育ての出発点を機に家族が健康に生きるための生活習慣を整えること

が重要な課題となっています。 

【今後の取り組み】 

○妊娠期における妊婦訪問・健康診査を実施し、妊娠中の喫煙やアルコールに対する知識の提

供や安定した状態での出産に向けた健康管理と異常の早期発見・治療を支援します。 

○家庭・職場においても妊娠期を順調に過ごすための理解が得られるよう啓発に努めます。 

○村民の出産を祝福し、次代を担う子どもたちの健やかな成長を願い、また出産時の経済的負

担の軽減を図るため、「出産祝金贈呈」を引き続き実施します。 

○産後については、全戸に新生児訪問を行い、母親へのサポートとして、産後うつ病にも視点を

おいた支援の充実を図ります。 

○母親の育児ストレスや育児不安の軽減、地域での孤立化を防ぐため、子育て支援センター等

を活用し、楽しみながら子育てに取り組める環境づくり・仲間づくりを支援します。 

○計画的な妊娠出産の必要性を指導していくとともに、健康に生きるための生活習慣確立のサ

ポートを行い、次世代を育成する指導に努めます。 

〇妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を行う子ども家庭センターの設置を検討します。 
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■主な事業 

事業名 内容 

母子保健事業 

妊婦健診 

妊婦一般健康診査：計 14 回（問診・診察、血圧・体重測

定、尿検査、血液検査等）、超音波検査：計 6 回、妊婦精

密健康診査：計 1 回の費用を負担しています。 

妊婦訪問事業 

第 1 子目の妊婦と若年（20 歳未満）、高齢（35 歳以上）の

妊婦を中心に、妊娠 7 ヵ月を経過した頃に家庭訪問を行

っています。 

マタニティ＆ママクラス 

妊婦（16 週以降）と保育所入所前（0 歳から）親子を対象

に妊娠・子育ての母親の健康促進を支援しています（託児 

付）。 

こんにちは 

赤ちゃん事業 

ブックスタート 

赤ちゃんと保護者が絵本を介してゆっくりと心触れ合う

機会をつくるため、新生児訪問の際に絵本を 2 冊プレゼン 

トしています。 

オムツ用ごみ袋の配布 

子育て家庭の経済的負担を軽減するため、2 歳未満の子ど

ものいる家庭を対象に、平成 26 年 4 月から、おむつ用ゴ

ミ袋の配布を実施しています。 

新生児・未熟児訪問 

退院後から生後 1 ヵ月くらいまでに、生まれた赤ちゃん全

員の家庭を保健師が訪問し、発育・栄養・生活環境・疾病 

予防等の育児に関する相談・助言を行います。 
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２ 子どもと親の健康確保 

【現状と課題】 

本村には小児科の医療機関はありませんが、近郊の江別市・岩見沢市にかかりつけ医を持つ

方が多く、予防接種もかかりつけ医において行える体制が整っています。 

本村の乳幼児健診は、4 ヵ月児、7 ヵ月児、10 ヵ月児、1 歳 6 ヵ月児、3 歳児健診を定期的に

毎月実施しています。受診率は毎年ほぼ 100％で、1 歳 6 ヵ月児と 3 歳児は全員専門職による

心理発達相談を実施し、発達の確認や保護者の相談に応じています。 

歯科保健では、1歳児から歯みがき指導や年 3回（5月、10月、2月）のフッ素塗布、歯の健康

手帳の交付など、保護者の関心を高める取り組みを行うとともに、保育所歯科健診のフッ素塗布

のほか、保護者の希望する年中・年長クラスの児童にフッ化物洗口を実施し、虫歯予防とともに、

生涯にわたって自分の歯の健康を保つことを目指した取り組みも行っています。 

また、家庭での食生活については、時間に追われ、家族で食卓を囲む機会が減少し、「朝食欠

食」「孤食」が問題となっています。家族全体が望ましい食習慣を身につけることができるよう家庭

における食育の推進が必要となっています。 

さらに、近年、たばこやお酒の問題、性の問題、薬物使用の問題など、思春期の子どもを取り巻

く環境には多くの問題が存在します。子どもが健全に成長し、次世代の親になるという観点からも、

心身ともに健康な人づくりに家庭を中心に学校・地域が関わっていくことが緊急の課題となってい

ます。 

一方、母親の健康づくりでは、喫煙に関して、妊娠期に禁煙しても出産後に再開する場合が多

く、父親の喫煙とあわせて SIDS（乳幼児突然死症候群）予防や生活習慣病予防の立場からも、

禁煙への取り組みを一層推進していく必要があります。 

【今後の取り組み】 

○保護者の乳幼児健診に対する要望を把握し、内容の充実を図るとともに、歯科保健事業を継

続し、実施対象の拡大を目指すように努めます。 

○食生活が豊かで充実したものとなるよう、子育て支援センターや保育士など、関係機関と連携

を図りながら、成長段階に応じた食育事業やより良い食生活の習慣化に向けた取り組みを推

進し、食や育児に関する正しい知識や新しい情報提供に努めます。 

○思春期保健対策については、たばこ、アルコール、薬物に関する教育や性教育等について、教

育委員会と連携して取り組むとともに、家庭での啓発と地域の協力を得て防止できるように啓

発します。 

○母体への影響の大きい喫煙・飲酒についても、本人への指導はもとより、喫煙が子どもに及ぼ

す影響を家族・地域全体に周知し、地域全体で禁煙対策に取り組みます。 
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■予防接種 

予防接種 内容 

定期予防接種 

結核（BCG）、ヒブ、小児用肺炎球菌、ジフテリア・百日咳・破傷風・ポリオ（4

種混合、3 種混合、不活性化ポリオ）、麻しん・風しん（麻しん風しん混合）、

水痘（水ぼうそう）、Ｂ型肝炎、日本脳炎 

任意予防接種 ロタウイルス（3 回）、おたふくかぜ（2 回） 

上記の予防接種については、全ての接種費用が無料で受けられます。 

■主な事業 

事業名 内容 

乳幼児健康診査 

子どもの月齢に合わせた健康診査・発達相談を毎月定期的に

実施しています。対象となる月齢は、4 ヵ月、7 ヵ月、10 ヵ月、

1 歳 6 ヵ月、3 歳です。 

歯科健診 

フッ素塗布および歯科

健診 

歯が生え始めた子どもで保育所入所児を除く希望者を対象

に、年 3 回（5 月、10 月、2 月）、保健センターで実施してい

ます。 

1 歳児および 2 歳児歯

科健診・歯科指導 

1 歳から 1 歳 6 ヵ月児と 2 歳児を対象に年 3 回（5 月、10 月、

2 月）、歯科健診・フッ素塗布・歯磨き指導を保健センターで

実施しています 

保育所歯科健診 

村内の保育所に入所している子どもを対象に、年 3 回（6 月、

10 月、2 月）、歯科健診・フッ素塗布・歯科指導を各保育所で

実施しています。 

フッ化物洗口 
保育所年中・年長組で、希望者を対象に週 2 回実施していま

す。平成 27 年度からは、小学校においても実施しています。 

子ども健やか助成 

0 歳から 18 歳（満 18 歳の 3 月末まで）の児童を対象に、子育

て世帯の経済的負担の軽減を図り、疾病の早期診断と早期治

療を一層促進し、児童の保健の向上と福祉の増進を図るため、

医療費の助成を実施しています。 

食育事業 

おやこの食育教室 

料理の楽しさや適切な食習慣を知り、実践するためのきっかけ

作りの場として、小学 6 年生親子を対象に食育ミニ講話と調理

実習を実施しています。 

【新篠津村食生活改善協議会主催】 

夏休み子どもクッキング 

料理の楽しさや適切な食生活を知る場として、小学 5 年生を対

象に食育ミニ講話と調理実習を実施しています。 

【新篠津村食生活改善協議会主催】 

キッズ☆キッチン 

料理の楽しさや食べることの大切さを知る場として、保育所年

長児を対象に調理実習を実施しています。 

【新篠津村食生活改善協議会主催】 
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３ 子どもの発育・発達への支援 

【現状と課題】 

親にとって子どもの発達の遅れは、大変気がかりな問題であり、早期に必要に応じた療育が受

けられることが大切です。 

本村では乳幼児健診の際に、1歳 6ヵ月児健診・3歳児健診の対象児全員と、その他経過観察

を要する子どもに対して心理発達相談員による相談を実施しています。 

このうち、療育機関への通所が必要とされた子どもについては、デイサービスの利用のほか、村

立へき地保育所において障がい児等保育を実施しており、大きな役割を担っています。 

また、小中学校においては、特別支援教育を実施しており、一人ひとりの障がいに合わせた教

育が行われています。 

近年は、学習障がい（LD）や注意欠陥多動性障がい（ADHD）、アスペルガー症候群、高機能

自閉症など、特別な教育的支援を必要とする子どもが増加傾向にあり、より一層の教育支援や相

談支援が求められています。 

また、保護者の相談に対しても随時、心理発達相談員や保健師、子育て支援センターの専門員

が対応しているほか、北海道中央児童相談所による巡回相談も必要に応じて開催されています。

その他、自主的に組織された障がい児の親の会が活動を続けており、不安や悩みなどの相談に応

じるとともに、各種制度の情報提供に努めています。 

【今後の取り組み】 

○乳幼児健診事業の充実を図り、経過観察が必要な子どもの継続的なフォローに努め、保護者

の理解のもとに、適切な対応が図れるよう支援します。 

○保護者がいつでも気軽に相談できるよう、母子保健事業の場を有効活用し、相談支援体制の

充実に努めます。 

○江別市など、関係機関との連携を一層強め、障がい児に対する効果的で利用しやすい療育の

推進を図ります。 

○保護者の精神的・経済的負担を軽減するため、適切な制度の利用を継続的に支援します。 

○障がいのある子どもの実態に応じた特別支援教育の充実に努めます。 

○学習障がい（LD）、注意欠陥多動性障がい（ADHD）、アスペルガー症候群、高機能自閉症な

ど、教育及び療育に特別な対応が必要となる発達障がいのある子どもたちに対する適切な教

育的支援を充実していきます。 
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４ 子どもの安全・安心の確保 

（１）子どもの事故防止                                                  

【現状と課題】 

危険を認識できない乳児期においては、家庭等での不慮の事故が死亡原因の上位であること

から、日常生活における子どもの安全確保及び事故防止対策が重要です。 

特に本村は農業地域で近くに用排水路や河川があることから、水による事故の心配があるほか、

幹線道路における自動車交通量の増大による交通事故の発生が懸念されます。 

さらに、近年は全国的に子どもを対象にした犯罪が急増しており、あらゆる事件・事故に対応し

た取り組みが必要となっています。特に、小学生は保護者から初めて離れて登下校することになり、

地域全体で子どもたちを見守る体制の充実を図る必要があります。 

【今後の取り組み】 

○子どもの水難事故防止のため、河川や用水の危険箇所等において、柵の設置や注意を喚起

する看板等の設置による安全対策を図ります。 

○道路においても危険箇所の改善を図り、安全な通行環境の創出に努めます。 

○家庭での事故を最小限とするため、消防署による救急救命法の講習会を継続し参加を促すと

ともに、万が一の場合の救急体制を万全なものとします。 

○特に本村では、小児専門の医療機関がないことから、救急救命士の複数配置による体制を万

全なものにします。 

○交通安全対策では、保育所・学校での交通安全教室の開催、登校時の街頭指導を交通安全

指導員、地域住民とともに継続し、交通ルールの啓発に努めます。 

○防犯面では、子ども自身が犯罪被害の防止意識を学習できる機会を設けるとともに、地域全

体で子どもに目を向けるよう啓発します。 

○地域の見守り体制を構築できるよう、啓発に努めます。 
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（２）安全なまちづくり                                                  

【現状と課題】 

子どもが健やかに育つためには、安全で安心して遊べる環境整備が必要であり、公園や遊び場

の維持管理の徹底が求められます。 

また、妊産婦や乳幼児連れの親などが安心して外出や施設利用できるよう、ベビーカーでの移

動が容易な道路整備や乳幼児と一緒に安心して利用できるトイレ、ベビーベッドの設置等が求め

られます。こうした整備は公共施設のみならず、商店・飲食店など民間施設についても求められま

す。 

現在、本村に存在する児童遊具などは、老朽化により撤去を余儀なくされているものが多く、子

どもの遊び場が減っている状況にあります。 

このようなことから、今後のまちづくりにおいては、子どもの目線で安全面に配慮した整備が必

要であり、安全な遊び場の提供や利用しやすい公共施設並びに民間施設の整備充実を推進して

いく必要があります。 

【今後の取り組み】 

○道路の段差解消や歩道の拡幅整備等について、関係機関に働きかけ、改良整備に努めます。 

○建物の段差について今一度点検し、段差解消に努めます。 

○子どもの遊び場については、地域の要望や協力体制を踏まえ、まちづくり総合計画での公園

整備計画との整合性を図りながら、子どもが安全に遊べる児童公園等の整備、遊具設置など

を検討していくとともに、設置済みの遊具を含め、周辺の環境について点検を強化し、必要な

改善を図ります。 

○安心して外出できる環境を整備することが、村内商店街の消費拡大や活性化にもつながるこ

とから、商工会等への理解と協力を求めていきます。 
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５ 不妊に対する支援 

【現状と課題】 

現在、不妊の治療の進歩により、子どもを授かる率は高まってきています。 

本村では、不妊の相談に来庁される方はほとんどいないのが現状です。 

しかし、統計的に見ても不妊で悩んでいる方は潜在していると思われることから、不妊治療の

情報提供に努める必要があります。 

【今後の取り組み】 

○不妊相談の充実を図るとともに、不妊に悩む方の経済的・精神的な不安を軽減するため、国・

道の進める治療費助成制度の情報提供に努めます。 

○不妊治療を受けている方の経済的負担の軽減を図るため、特定不妊治療費の助成（上限 5

万円）を行っています。（平成 30年度より実施） 
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第５章  子ども・子育て支援事業計画  

１ 子ども・子育て支援法に基づく基本指針の改正 

本計画は、子ども・子育て支援法に基づく基本指針に即して、策定することとされています。令和４

年６月の児童福祉法等の一部を改正する法律及び令和６年６月の子ども・子育て支援法等の一部

を改正する法律が成立したことを受け、基本指針の改正が行われました。 

〈主な改正内容〉 

〇家庭支援事業の新設・拡充及び利用勧奨・措置に関する事項の追加 

〇こども家庭センター及び地域子育て相談機関に関する事項の追加 

○妊婦等包括相談支援事業に関する事項の追加 

○乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）に関する事項の追加 

○産後ケアに関する事業の追加 

 

２ 計画の基本的記載事項 

（１）教育・保育提供区域の設定 

「量の見込み」・「確保方策」を設定する単位として、地域の実情に応じて保護者や子どもが居宅よ

り容易に異動することが可能な区域を設定。 

 

（２）教育・保育の「量の見込み」・「確保の内容」・「実施時期」 

市町村は、教育・保育提供区域ごとに、計画期間における「幼児期の学校教育・保育の量の見込

み（必要利用定員総数）」を設定。 

市町村は、教育・保育提供区域ごとに、設定した「量の見込み」に対応するよう、「教育・保育施設

及び地域型保育事業による確保の内容及び実施時期（確保方策）」を設定。 

 

教育・保育施設 認定こども園、幼稚園、保育所 

地域型保育事業 
小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所

内保育事業 
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（３）地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」・「確保の内容」・「実施時期」 

市町村は、教育・保育提供区域ごとに、計画期間における「地域子ども・子育て支援事業の量の見

込み」を設定。 

 

地域子ども子育て支援事業 

１.利用者支援事業 

２.地域子育て支援拠点事業 

３.妊婦健康診査事業 

４.乳児家庭全戸訪問事業 

５.養育支援訪問事業 

６.子育て短期支援事業 

７.ファミリー・サポート・センター事業 

８.一時預かり事業 

９.延長保育事業 

10.病児・病後児保育事業 

11.放課後児童健全育成事業 

12.実費徴収に係る補足給付を行う事業 

13.多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

14.子育て世帯訪問支援事業【新規】 

15.児童育成支援拠点事業【新規】 

16.親子関係形成支援事業【新規】 

17.産後ケア事業【新規】 

18.妊婦等包括相談支援事業【新規】 

 

（４）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）に関する事項の追加 

令和７年度に子ども・子育て支援法に基づく地域子ども・子育て支援事業として制度化し、実施自

治体の増加を図った上で、令和８年度から子ども・子育て支援法に基づく新たな給付として全国の

自治体において「こども誰でも通園制度」を実施することとする。 

 

３ 教育・保育提供区域の考え方 

子ども・子育て支援法に基づく基本指針では、事業等を実施していく上で計画的に提供体制を確

保するために、「地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅から容易に移動することが可能な区

域」を設定することが必須事項とされています。また、「教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支

援事業の広域利用の実態が異なる場合には、実態に応じて、これらの区分は事業ごとに設定するこ

とができる」とされています。 

本村では、現在の教育・保育の実施状況や施設の配置・整備状況を勘案し、村全域を 1 つの区域

として事業の実施内容を検討していきます。 
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４ 児童人口の将来推計 

計画期間の児童人口の推計にあたっては、住民基本台帳の人口推移を踏まえ、コーホート変化

率法により算出しました。 

■ 就学前児童数の推計値 

 令和７年 令和８年 令和９年 令和 10 年 令和 11 年 

０歳 16 16 16 16 14 

１歳 17 17 17 17 17 

２歳 16 17 17 17 17 

３歳 15 16 17 17 17 

４歳 13 14 15 16 16 

５歳 14 13 14 15 16 

計 91 93 96 98 97 

※住民基本台帳人口（平成 31 年～令和 5年、各年 4月 1 日現在）に基づくコーホート変化率法による推計     

■ 小学生児童数の推計値 

 令和７年 令和８年 令和９年 令和 10 年 令和 11 年 

６歳 11 13 11 13 14 

７歳 17 11 13 11 13 

８歳 20 18 12 14 13 

９歳 24 20 18 12 14 

10 歳 19 23 19 17 12 

11 歳 25 19 23 19 17 

計 116 104 96 86 83 

※住民基本台帳人口（平成 31 年～令和 5年、各年 4月 1 日現在）に基づくコーホート変化率法による推計     
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５ 教育・保育の提供体制の確保 

（１）教育・保育施設の充実（需要量及び確保の方策） 

子ども・子育て支援法では、市町村が計画の中で教育・保育提供区域ごとに教育・保育、地域子

ども・子育て支援事業の「量の見込み」や「確保方策」を定めることとしています。 

本村では、ニーズ調査の結果や実績等に基づいて、事業ごとに「量の見込み」及び「確保方策」を

設定しました。 

■令和７年度 

単位（人） 1 号認定 2 号認定 3 号認定 

 教育を希望 保育が必要 保育が必要 

対象年齢 3～5 歳 3～5 歳 2 歳 1 歳 0 歳 

①量の見込み 7 25 13 13 6 

確
保
提
供
数 

幼稚園 0     

認定こども園 0 0 0 0 0 

保育所  0 0 0 0 

地域型保育事業  0 0 13 6 

認可外保育施設 7 60 18 0 0 

企業主導型（地域枠）  0 0 0 0 

②確保提供数の合計 7 60 18 13 6 

過不足（②－①） 0 35 5 0 0 

 

■令和８年度 

単位（人） 1 号認定 2 号認定 3 号認定 

 教育を希望 保育が必要 保育が必要 

対象年齢 3～5 歳 3～5 歳 2 歳 1 歳 0 歳 

①量の見込み 6 28 14 13 6 

確
保
提
供
数 

幼稚園 0     

認定こども園 6 40 18 13 6 

保育所  0 0 0 0 

地域型保育事業  0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

企業主導型（地域枠）  0 0 0 0 

②確保提供数の合計 6 40 18 13 6 

過不足（②－①） 0 12 4 0 0 
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■令和９年度 

単位（人） 1 号認定 2 号認定 3 号認定 

 教育を希望 保育が必要 保育が必要 

対象年齢 3～5 歳 3～5 歳 2 歳 1 歳 0 歳 

①量の見込み 6 28 14 13 6 

確
保
提
供
数 

幼稚園 0     

認定こども園 6 40 18 13 6 

保育所  0 0 0 0 

地域型保育事業  0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

企業主導型（地域枠）  0 0 0 0 

②確保提供数の合計 6 40 18 13 6 

過不足（②－①） 0 12 4 0 0 

 

■令和 10年度 

単位（人） 1 号認定 2 号認定 3 号認定 

 教育を希望 保育が必要 保育が必要 

対象年齢 3～5 歳 3～5 歳 2 歳 1 歳 0 歳 

①量の見込み 6 29 14 13 6 

確
保
提
供
数 

幼稚園 0     

認定こども園 6 40 18 13 6 

保育所  0 0 0 0 

地域型保育事業  0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

企業主導型（地域枠）  0 0 0 0 

②確保提供数の合計 6 40 18 13 6 

過不足（②－①） 0 11 4 0 0 
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■令和 11年度 

単位（人） 1 号認定 2 号認定 3 号認定 

 教育を希望 保育が必要 保育が必要 

対象年齢 3～5 歳 3～5 歳 2 歳 1 歳 0 歳 

①量の見込み 6 30 14 13 6 

確
保
提
供
数 

幼稚園 0     

認定こども園 6 40 18 13 6 

保育所  0 0 0 0 

地域型保育事業  0 0 0 0 

認可外保育施設 0 0 0 0 0 

企業主導型（地域枠）  0 0 0 0 

②確保提供数の合計 6 40 18 13 6 

過不足（②－①） 0 10 4 0 0 

【確保方策の考え方】 

村全体の児童数が減少し、保育士確保も難しくなるので、３保育所を統廃合し、令和７年度に認

定こども園への移行を進め、令和８年度より認定こども園の開設を目指します。 
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（２）認定こども園の普及及び推進 

認定こども園とは、いわゆる認定こども園法に基づき、幼稚園的機能と保育所的機能を併せ持っ

た施設として都道府県から認定を受けた施設で、以下の４つの類型があります。一般的には既存の

幼稚園や保育所が必要な機能を備えて、都道府県から認定を受けることになります。 
 

幼保連携型 
認可幼稚園と認可保育所が一体的な運営を行う、認定こども園としての機

能を果たすタイプ 

幼稚園型 
認可幼稚園が、保育所的な機能を備えて認定こども園としての機能を果た

すタイプ 

保育所型 
認可保育所が、幼稚園的な機能を備えることで認定こども園としての機能

を果たすタイプ 

地方裁量型 
幼稚園・保育所いずれの認可もない教育・保育施設が、認定こども園とし

て必要な機能を果たすタイプ 
 

本村には、現在、認定こども園はありませんが、３保育所を統廃合し、令和７年度に認定こども園

への移行を進め、令和８年度より認定こども園の開設を目指します。 

（３）教育・保育の質の向上 

幼稚園教諭、保育士と小学校教員が連携し、子ども一人ひとりにとって最善の利益となることを

目指し、幼・保・小の連携を強化します。 

子どもの「行動の特徴」「具体的な興味や関心」「遊びの傾向」「社会性の育ち」「内面的な育ち」

「健康状態」「発達援助の内容」等、子ども一人ひとりの様子を小学校に伝える方法を検討し、教

員が子どもの特性を適切に把握し、教育に生かすことができるシステムの構築を図ります。 

（４）産休後及び育休後の教育・保育施設の円滑な利用の確保 

就学前児童の保護者が、産後休業、育児休業明けに希望に応じて円滑に特定教育・保育施設

等を利用できるようにするためには、特定教育・保育施設等の計画的な整備を行うとともに、保護

者に対する情報提供等の支援が必要となってきます。 

特に０歳児の保護者が、保育所等への入所時期を考慮して育児休業の取得をためらったり、取

得中の育児休業を途中で切り上げたりすることがないよう、育休明けの年度途中の利用について

の配慮を行っていきます。 

（５）子育てのための施設等利用給付の円滑な確保 

保護者が子育てのための施設等利用給付を円滑に利用できるよう公正かつ適正な支給を確保

するとともに、保護者の経済的負担や利便性等を勘案しつつ、給付を行います。 
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６ 地域子ども・子育て支援事業の充実 

地域子ども・子育て支援事業についても、利用者の現在の利用状況と利用希望を踏まえて、計

画期間の量の見込みを設定し、提供体制の確保方策及び実施時期を定めます。 

（１）利用者支援事業 

子どもとその保護者、又は妊娠している方の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援

事業等の情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施す

る事業です。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

量の見込み 

箇所 

0 0 0 0 0 

 基本型・特定型 0 0 0 0 0 

 こども家庭センター型 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

本事業は新篠津村では実施していませんが、今後のニーズや状況を勘案しながら、必要に応

じた検討を行います。 

（２）地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、

助言その他の援助を行う事業です。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 
人回/月 

249 255 255 255 244 

②確保方策（箇所） 1 1 1 1 1 

【確保方策の考え方】 

今後も事業の周知を図るとともに、利用者ニーズに対応しながら、機能的な部分を充実させ

つつ、現行の体制を維持していきます。 
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（３）妊婦健康診査 

妊婦健康診査は、妊婦の健康の保持および増進を図るため、妊婦に対する健康診査を実施する

ものです。 

本村では、合計 14回受けることが可能となっており、妊娠初期～23週までは 4週間に 1回、妊

娠 24 週～35 週までは 2 週間に 1 回、妊娠 36 週～出産までは毎週 1 回の間隔で受診すること

が推奨されています。 

また、妊婦訪問事業についても希望または必要な方を対象に実施しています。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人 

22 22 22 22 22 

②確保方策 22 22 22 22 22 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

現行体制の維持を基本として実施を継続します。 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 

新生児・未熟児のいる家庭に保健師等が訪問し、育児相談、子育て支援に関する情報提供や

養育環境の把握等を行う事業です。 

本村では、退院後から生後 1 ヵ月くらいまでに、生まれた赤ちゃん全員の家庭を保健師が訪問

し、発育・栄養・生活環境・疾病予防等の育児に関する相談・助言を行うほか、出産による疲労や

育児負担を感じている母親のサポートとして、産後うつ病にも視点をおいた支援の充実を図って

いきます。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人 

14 14 14 14 12 

②確保方策 14 14 14 14 12 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

現行体制の維持を基本として実施を継続します。 
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（５）養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭に対して、居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を行うことにより、

当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人 

2 2 2 2 2 

②確保方策 2 2 2 2 2 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

現行体制の維持を基本として実施を継続します。 

（６）子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

様々な理由により児童の療育が一時的に困難になった場合に、児童福祉施設に委託し、児童を保

護することで、児童とその家族の福祉の向上を図ることを目的としている事業です。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人 

0 0 0 0 0 

②確保方策 0 0 0 0 0 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

本事業は新篠津村では実施していませんが、今後のニーズや状況を勘案しながら、必要に応

じた検討を行います。 
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター） 

児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望する者

と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人日 

0 0 0 0 0 

②確保方策 0 0 0 0 0 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

本事業は新篠津村では実施していませんが、今後のニーズや状況を勘案しながら、必要に応

じた検討を行います。 

（８）一時預かり事業 

一時預かり事業は、家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児または幼児につ

いて、主として昼間において保育所その他の場所で一時的に預かる事業です。 

① 幼稚園型 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人日 

0 0 0 0 0 

②確保方策 0 0 0 0 0 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

② 幼稚園型を除く 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人日 

0 0 0 0 0 

②確保方策 0 0 0 0 0 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

受入体制が整っていないため、実施されていない状況です。 

受入できない課題を整理し、指定管理者と協議しながら、一つひとつ解決に向けて検討しま

す。 
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（９）延長保育事業 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日および利用時時間以外において保育所等にお

いて保育を実施する事業です。 

本村では、へき地保育所に入所する場合が多く想定され、延長保育事業とは別の形で本村の実

情に応じて手当てされることとなりますが、2歳未満児の小規模保育において、必要となります。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人 

4 4 4 4 4 

②確保方策 4 4 4 4 4 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

現行体制の維持を基本として実施を継続します。 

（10）病児保育事業 

保護者が就労等の理由により、家庭で保育できない病気や病気の回復期にある乳幼児や小学生

を対象に、病院や保育所等で保育を行う事業です。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人 

0 0 0 0 0 

②確保方策 0 0 0 0 0 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

本事業は新篠津村では実施していませんが、今後のニーズや状況を勘案しながら、必要に応

じた検討を行います。 
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（11）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

保護者が就労等により昼間家庭にいない児童を対象に、授業の終了後に遊びや生活の場を提供

し、指導員の活動支援のもと児童の健全育成を図る事業です。 

本村では、小学校下校後に帰宅しても保護者が就労等により不在の小学児童と、長期休業日に

あたる保育所入所児と小学児童を対象に、託児事業「たんぽぽ託児所」を実施しています。今後も

事業を継続しつつ、放課後の児童の健全な居場所を確保することが必要なことから、放課後児童ク

ラブの整備を検討します。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人 

25 22 21 18 18 

 １年生 4 3 3 3 3 

 ２年生 3 3 3 2 3 

 ３年生 3 3 2 2 3 

 ４年生 5 5 5 4 3 

 ５年生 5 4 4 3 3 

 ６年生 5 4 4 3 3 

 ②確保方策（箇所） 1 1 1 1 1 

【確保方策の考え方】 

これまでどおり、類似事業として社会福祉協議会の独自事業として実施する託児事業に対し、

支援します。 

（12）子育て世帯訪問支援事業【新規】 

家事・育児等に対して不安や負担を抱える子育て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の

居宅を、訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩みを傾聴するとともに、家事・育児等の支援

を実施することにより、家庭や養育環境を整え、虐待リスク等の高まりを未然に防ぐことを目的とし

た事業です。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人 

0 0 0 0 0 

②確保方策 0 0 0 0 0 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

今後のニーズや状況を勘案しながら、必要に応じた検討を行います。 
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（13）児童育成支援拠点事業【新規】 

虐待の防止や子どもの最善の利益の保障、健全な育成を目的とし、養育環境や家庭、学校に課

題を抱える子どもやその家族に、居場所となる場を提供し、生活習慣の形成や学習のサポート、食

事の提供など、さまざまな支援を行う事業です。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人 

0 0 0 0 0 

②確保方策 0 0 0 0 0 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

今後のニーズや状況を勘案しながら、必要に応じた検討を行います。 

（14）親子関係形成支援事業【新規】 

児童との関わり方や子育てに悩みや不安を抱えている保護者とその児童を対象に、親子間の適

切な関係性の構築を図ることを目的とした事業です。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人 

0 0 0 0 0 

②確保方策 0 0 0 0 0 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

今後のニーズや状況を勘案しながら、必要に応じた検討を行います。 

（15）産後ケア事業【新規】 

誰もがより安全・安心な子育て環境を整えるため、退院直後の母子に対して心身のケアや育児サ

ポート等を行い、産後も安心して子育てができる支援体制を確保する事業です。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人日 

5 5 5 5 5 

②確保方策 5 5 5 5 5 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

従来事業として実施してきた「産後ケア事業」を継続して実施します。 

また、今後のニーズや状況を勘案しながら、必要に応じた検討を行います。 
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（16）妊婦等包括相談支援事業【新規】 

妊娠時から妊産婦等に寄り添い、出産・育児等の見通しを立てるための面談や継続的な情報発

信等を行うとともに、身近な場所で相談に応じ、多様なニーズに応じた支援につなぐ事業です。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人回 

15 15 15 15 15 

②確保方策 15 15 15 15 15 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

令和８年度に子ども家庭センターの設立を目指して、妊婦等の相談体制の拡充を図ります。 

（1７）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園制度）【新規】 

保育所等を利用していない６か月から満３歳未満の子どもが、保護者の就労にかか わらず月一

定時間の枠のなかで、時間単位等で柔軟に保育所等に通える制度です。 こどもが家庭以外の場で

家族以外の人と接する機会を得ることで、心身の発達を促すほか、保護者の育児負担の軽減などが

期待されています。 

 単位 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

①量の見込み 

人日 

0 3 3 3 3 

②確保方策 0 3 3 3 3 

過不足（②-①） 0 0 0 0 0 

【確保方策の考え方】 

令和８年度より必須事業となっていますが、一時預かり事業も実施できていないので、現時

点において整備は厳しい状況ですが、対応できるよう指定管理者と協議します。 
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（18）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき日

用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への参加に要する費

用等を助成する事業です。 

【確保方策の考え方】 

今後のニーズや状況を勘案しながら、必要に応じた検討を行います。 

（19）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事業者の

能力を活用した特定教育・保育施設等の設置、又は運営を促進するための事業です。 

【確保方策の考え方】 

今後のニーズや状況を勘案しながら、必要に応じた検討を行います。 
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第６章  計画の推進体制  

１ 計画の推進に向けた役割 

計画の推進にあたっては、村内の関係機関と連携して施策に取り組むとともに、保育所、学校、事

業者、村民等と連携して、多くの意見を取り入れながら実施していきます。 

また、社会情勢の変化にも柔軟に対応して事業に反映し、新たな課題についても早期に取り組み

ます。 

 

２ 計画の点検・評価・改善 

（１）計画の点検・評価と見直し 

本計画の進捗状況については、保護者や有識者、教育・保育関係者等で構成する「新篠津村子ど

も・子育て協議会」等において、各年度の計画の進捗状況を把握し、事業の充実や見直しについて

の協議を行い、本事業の効果的な進行管理に努めます。 

また、本計画の記載内容である教育・保育事業や地域子ども・子育て支援事業の「量の見込み」

及び「確保方策」については、国の制度や社会状況の変化によって大きく変動することも起こりうる

ことから、必要に応じて見直しを行うこととします。 

 

 

（２）計画の公表、村民意見の反映 

ホームページなどを活用し、本計画に基づく取組や事業の進捗状況を広く公表していくことで、村

民への浸透を図ります。また、機会をとらえて村民意見を把握し、村民目線を生かした施策・事業の

推進を図ります。 

 

 

計画の策定（見直し）

計画（Plan）

施策の実施

幼児教育・保育の確保

実行（Do）

数値等の把握と評価

施策の進捗状況の把握

取り組みの見直し、改善

評価（Check）

改善（Act）
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資料編  

１ 「新篠津村子ども・子育て協議会」設置要綱 

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）第６１条に基づく子ども・子育

て支援事業計画の作成にあたり、子ども・子育て支援に係る当事者の意見を聴し計画に反

映させるため、新篠津村子ども・子育て協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（組織） 

第２条 協議会は、１４名以内の委員で構成する。 

２ 協議会の委員は、次に掲げる者のうちから村長が委嘱する。 

（１）学識経験者 

（２）児童福祉関係者 

（３）教育関係者 

（４）事業主 

（５）村内に住所を有する子どもの保護者 

（６）行政機関等 

（委員の任期） 

第３条 委員の任期は１年とし、再任は妨げないものとする。 

２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第４条 協議会には、会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代行する。 

（運営） 

第５条 協議会は、会長が必要に応じ招集する。 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ協議会を開催することができない。 

３ 会長は、協議会の議長となる。 

４ 会長は、必要に応じて協議会に関係職員を出席させ、その意見を求めることができる。 

（庶務） 

第６条 協議会の庶務は、住民課において行う。 

附 則 

この要綱は、平成２７年１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成３１年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 
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２ 新篠津村子ども・子育て協議会 委員名簿 

委員の選出区分等 選 出 団 体 氏  名 その他 

学識経験者 

新篠津村女性コミュニティ推進連絡協議会 黒 壁 裕 子 黎明 

新篠津村民生委員協議会 安 藤 京 子 東明 

児童福祉関係者 

社会福祉法人新篠津村社会福祉協議会 原 田 志 郎 みずほ 

新篠津村立保育所 

（すくすく、たかくら、ひまわり） 
小 寺  勉 あけぼの 

教育関係者 

新篠津小学校 保 谷  剛 南ヶ丘 

新篠津中学校 寺 嶋 裕 介 あけぼの 

事業主 新篠津村商工会 工 藤 孝 史 萌出 

村内に住所を有す

る子どもの保護者 

新篠津小学校ＰＴＡ会 国 光 正 憲 あけぼの 

新篠津中学校ＰＴＡ会 三 品 憲 一 新湧 

すくすく保育所保護者会 宮 田 翔 平 川上 

たかくら保育所保護者会 安 藤 正 樹 拓新 

ひまわり保育所 板 垣 麻 美 みずほ 

行政機関 新篠津村教育委員会 塚本ささや いなほ 
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３ 用語解説 

【あ行】 

●アスペルガー症候群 

認知及びコミュニケーション能力に軽度以上の障がいを持つ発達障がいのことで、明らかな

認知の発達、言語発達の遅れを伴いません。 

【か行】 

●学習障がい（LD） 

Learning Disorders または Learning Disabilities の略語とされています。全般的な知的発

達に遅れはないのに、聞く、話す、読む、書く、計算する、推論するなどの特定の能力を学んだ

り、おこなったりすることに著しい困難がある状態をいいます。 

●高機能自閉症 

自閉症のうち、知的障がいのない自閉症のことを指します。 

●教育・保育提供区域 

子ども・子育て支援法第 61条第 2項に基づき、市町村が、地理的条件、人口、交通事情その

他の社会的条件、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案し

て定める区域のことをいいます。 

●合計特殊出生率 

15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が一生の間に産む子ども

の数に相当します。（たとえば、合計特殊出生率が 1.5であれば、15～49歳の女性が生涯で 1.5

人の子どもを産む状況。） 

●国勢調査 

日本に住んでいるすべての人を対象に、国内の人口や世帯の実態を明らかにするため、大正９

年から５年毎に 10月１日を基準日に実施する国の最も基本的な統計調査です。 

●子ども子育て関連３法 

子ども・子育て支援の新たな仕組みに関する三つの法律のことで、①「子ども・子育て支援

法」、②「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供に関する法律の一部を改正する

法律（認定こども園法の一部改正法）」、③「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する

教育、保育等の総合的な提供に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関連法律の整備

等に関する法律」を指します。 
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●子ども・子育て支援法 

すべての子どもに良質な成育環境を保障する等のため、子ども及び子育ての支援のための給

付の創設並びにこれに必要な財源に関する包括的かつ一元的な制度の構築等の所要の措置を講

ずることを趣旨とする法律のことです。 

●こども大綱 

子どもや若者が生きやすい社会を実現するために、国の施策の基本的な方針を定めたもので

す。こども基本法に基づいて策定され、こども・若者や子育て当事者のため、こども施策を総合

的に推進することを目的としています。 

【さ行】 

●産後うつ病 

産後数週間後から起きやすくなり、産後３ヵ月頃までに抑うつ状態に陥り、物事に対する興味

や楽しみを感じなくなる病気です。 

●指導員 

放課後や休日に就労などにより保護者が家庭にいない小学生と一緒に遊んだり活動して、保

者の子育てを支援する者のことです。 

●児童虐待 

保護者（親または親にかわる養育者）がその監視する児童（18 歳に満たない者）に対し、殴

るけるなどの身体的虐待、わいせつ行為などの性的虐待、養育放棄などのネグレクト（Neglect）、

言葉などによる心理的虐待を行うことです。 

●食育 

様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践

することができる人間を育てることです。 

【た行】 

●待機児童 

子育て中の保護者が保育所または学童保育施設に入所申請をしているにもかかわらず入所で

きず、入所待ちしている（待機）状態の児童をいいます。 

●注意欠陥多動性障がい（ADHD） 

注意持続の欠如もしくは、その子どもの年齢や発達レベルに見合わない多動性や衝動性、あ

るいはその両方が特徴です。これらの症状は通常７歳以前にあらわれます。 
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●特別支援教育 

学校教育法に基づき、障がいのある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主体的な取組を

支援するという視点に立ち、幼児児童生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握し、その持てる力を

高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うもので

す。 

【な行】 

●乳幼児突然死症候群（SIDS） 

それまで元気だった乳幼児が、事故や窒息ではなく眠っている間に突然死亡してしまう病気

のことです。 

●認定こども園 

幼稚園と保育所両方の役割をもつ施設で、就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する機能と

地域における子育て支援を行う機能を備え、都道府県知事の認定を受けた施設のことです。 

【は行】 

●へき地保育所 

認可保育所の設置が困難な地域で児童の保育を行う施設で、へき地保育所設置要綱に基づき

市町村が設置し、入所及び保育料は市町村が決定します。 

【や行】 

●ヤングケアラー 

家族にケアを要する人がいる場合に、大人が担うようなケア責任を引き受け、家事や家族の世

話、介護、感情面のサポートなどを行っている 18歳未満の子どものことを指します。 

【ら行】 

●療育 

「治療」と「教育」の造語であり、どのような障がいや程度であっても、その障がいと共存し

ながら、障がいを乗り越えて自立した生活を営めるよう支援することです。 

【わ行】 

●ワーク・ライフ・バランス 

「仕事と生活の調和」と訳され、「国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕

事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人

生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる社会」を言います。 
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